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教育研究業績書 
令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

 

氏名  ○川○夫 印  

教育上の能力に関する事項 

事項 年 月 概要 

１ 教育方法の実践例 平成 25年 

４月～ 

授業において配布する資料を事前にWEB上に掲載し、学生 

が予習・復習に活用できるようにしている。 

グループワーク中は常に机間巡回を行い、それぞれに応

じた個別指導をこまめに行い、各学生の能力向上を目指

した。 

また、オフィスアワー及びメールにて、学生からの相談

を随時受け付けている。 

 

※大学・短期大学・大学院などの高等

教育機関において授業科目を担当

している教員が、学生の理解を図

るため、工夫を凝らした分かりや

すい授業を実施している場合、そ

の内容を記載すること。 

（例） 

・ＩＣＴ等を活用した授業方法 

・学生の授業外における学習効果促

進のための取組 

・授業内容のＷＥＢ上での公開 

 

２ 作成した教科書・教材 平成 25年 

４月～ 

生徒指導・教育相談の授業において、○○に関する事項

を取りまとめた教材を作成し、授業において活用してい

る。 

 

※教員が、学生の理解を図るために

作成し、大学での授業や教職指導

などにおいて活用している教科書

や教材等を記載すること。 

 

３ 教育上の能力に関する大

学等の評価 

平成 28年 

４月～ 

 

平成 29年 

３月 

学生による授業評価アンケートでは、ほぼすべての項目

が学科平均を上回り、高評価を得ている。 

 

○○大学より、平成２８年度優秀教員表彰を受賞した。 

 

※教員が、学生の理解を図るために

行っている教育上の取組（大学で

の授業や教職指導などを通じた取

組）に対して、大学等から 特に高

い 評価を受けたものがあれば記

載すること。 

（例） 

・各大学における自己点検・自己評価

での評価結果 

・学生による授業評価アンケート等

の結果、教員相互による評価結果 

 

４ 実務の経験を有する者に

ついての特記事項 

平成 26年 

７月 

 

平成 26年 

４月～ 

○○高等学校３年生を対象とした大学講義体験授業（心理 

学）の講師を務めた。 

 

△△県教育委員会義務教育課において幼稚園担当の指導

主事として県内の幼児教育の充実発展に向けた施策や指

導を行った。 

※教員の、学校現場等での教育に関

する取組の中で学生の理解を図る

ことに資するものがあれば記載す

ること。 

（例） 

・幼稚園、小学校、中学校、高等学校

又は特別支援学校での教育実績

（出前講座など） 

・大学から受け入れた教育実習生等

に対する指導 

 

記入例 
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５ その他  特記事項なし 

※教員が学生の理解を図るために行

っている取組のうち、上記に該当

しないものを記載すること。 

（例） 

・大学教育改善に関する団体等での

活動の概要 

 

 

職務上の実績に関する事項 

事項 年 月 概要 

１ 資格，免許 平成 28年 

３月 

平成 28年 

３月 

幼稚園教諭一種免許状（免許状番号：平○幼一普第◇

号） 

○○心理士（登録番号：0000） 

 

※教員が、担当授業科目と関連のあ

る教員免許等の資格、免許等を有

している場合は記載すること。教

員免許状等の資格を記載するに当

たっては、その登録番号等も併記

すること。 

 

２ 学校現場等での実務経験 10 年 ○○幼稚園 教諭（平成○年４月～△年３月） 

△△幼稚園 教諭（教務主任）（平成□年４月～◇年３

月） 

 

※教員が、学校現場等において担当

授業科目と関連のある実務経験

（職歴）を有している場合は、「年

月」にその実務経験の年数を、「概

要」に時期、勤務先と主な職務内容

等を記載すること。 

 

３ 実務の経験を有する者に

ついての特記事項 

平成 28年 

11 月 

 

平成 30年 

11 月 

 

平成 28年 

４月 

～現在に至る 

 

○○市教育委員会主催の○○研修会の研修講師を務め

た。 

 

○○幼稚園の職員向け□ 講座の講師を委嘱され、△△に

関する講習を行った。 

 

平成28年より□□市教育委員会の教育委員を務め、教育委

員会における業務全体に広く関わるとともに、市内のこど

も園・幼稚園・小学校・中学校への学校訪問等を通して学

校現場の現状について把握している。 

※教員の、学校現場等での教育に関

する取組の中で担当授業科目と関

連のあるものがあれば記載するこ

と。 

（例） 

・研究指定校での教育課程の研究開

発 

・教員を対象とした研修等の講師の

経験 

・教育委員や学校評議会の委員等の

経験 

 

４ その他  特記事項なし 

※担当授業科目と関連のある職務上

の実績のうち、上記に該当しない

ものを記載すること。 

 

 

担当授業科目に関する研究業績等 

※以下の点に十分に留意の上、担当可能な授業科目に関連する研究業績等をそれぞれ記載すること。 

＜全般的事項＞ 
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①令和５年３月31日から遡り、過去10年以内の業績を記載すること。 

＜「著書、学術論文等の名称」欄＞ 

①「担当授業科目に関する研究業績等」欄に記載可能なのは、公刊済の活字業績のみとする。それ以外の業績については、｢教育上

の能力に関する事項｣または「職務上の実績に関する事項」欄に記載すること。 

②研究業績について、（著書）、（学術論文等）、（教育実践記録等）、（その他）の順で該当するものを記載すること（新たな区分を設

けないこと）。 

○（著書）は、出版社を通して流通し、書店などにおいて販売されている書籍の書名を記載すること。 

○（学術論文等）は、国際学術雑誌、学会機関紙、研究報告等に学術論文として発表したものの題名を記載すること。学位論

文については、その旨を記載すること。 

○（教育実践記録等）は、大学や教職員支援機構等での指導や研究会等での研究発表、校内研修での実践発表などにおける実

践的・実証的研究成果の発表記録や著作等で活字化したもの（いわゆる「研究紀要」「研究集録」「研究レポート」「実践レ

ポート」「教育論文」等）を記載すること。 

○（その他）は、担当授業科目に関連する報告書や教育関係雑誌など、活字として発表し、広く世間一般に向けて刊行されて

いる研究業績を記載すること。 

＜「単著共著」欄＞ 

①当該著書等に記載された著作者が１人である場合には「単」、著作者が複数で単独執筆ページがある場合は「共」と記載するこ

と。 

②（著書）の場合は、単独執筆の箇所がある場合であっても、著作者が複数の場合は「共」と記載すること。 

③（学術論文等）（教育実践記録等）（その他）の場合は、当該論文等に係る単著・共著の別を記載すること。（掲載媒体の単著・

共著ではない。） 

＜「発行年月」欄＞ 

①当該業績が活字として発行された年月を記載すること。令和５年３月31日から遡り、過去10年以内の年月となっているか確認す

ること。 

＜「出版社又は発行雑誌等の名称」欄＞ 

①（著書の場合は出版社を、（学術論文等）（教育実践記録等）（その他）の場合は掲載媒体の名称（巻・号を含む。）を正確に記載

すること。 

＜「執筆ページ数（総ページ数）欄＞ 

①当該業績において本人が単独で執筆したページ数の合計を「執筆ページ数」欄に記載すること。（具体的なページ番号は不要。 

②単著・共著及び発行形態の別を問わず、当該業績の総ページ数と本人が執筆したページ数の合計が異なる場合においては、本人

が執筆したページ数の合計に加えて、当該書籍または学術論文総ページ数を括弧書きで記載すること（研究紀要などの論文集に

ついては、論文集の総ページ数ではなく当該学術論文の総ページ数を記載）。 

③共同研究等により本人が執筆したページ数の合計が記載できない場合に限り、執筆ページ数の代わりに（抽出不可）と記載し、

当該業績の総ページ数を括弧書きで記載すること。 

＜「概要」欄＞ 

①「概要」欄には、著書等の内容を200字程度の日本語で記載し、担当授業科目と特に関係する記述の箇所に下線を引くこと。な

お、共著の場合は、当該業績全体の概要とは別に、本人が執筆した内容を記載すること。 

②共著の業績は、「概要」欄に本人を含めた著者全員の氏名を漏れなく記載 すること（著者）が非常に多数にわたる場合は、本人

を含めた主要な著者の氏名及び著者の合計人数を「計○名」と記載する。）。その上で、本人の氏名に下線を引くこと。 

③「執筆ページ数」欄に「抽出不可（総ページ数）」と記載した場合、当該著書等（学術論文の場合は当該論文）の執筆箇所にお

いて本人が果たした具体的な役割を「概要」欄の最後に記載すること。なお、役割が監修、編集、翻訳、執筆指導、発表、実験

データ提供など、本人が当該著書等を直接執筆していないものは本人の活字業績とみなすことができないため、この場合は「教

育上の能力に関する事項」または「職務上の実績に関する事項」欄に記載すること。 

 

著書、学術論文等の名称 
単著

共著 

発行 

年月 

出版社又は

発行雑誌等

の名称 

執筆ページ数 

(総ページ数) 

概 要 
（共著の場合は全員の著者名を記載） 

（共著及び執筆ページ数が抽出できない場合

は執筆箇所を詳述） 

（著書） 

１．○○○○ 

 

 

（学術論文等） 

１．▲▲▲▲ 

 

 

 

 

 

 

 

単 

 

 

 

共 

 

 

 

 

 

 

 

平成○年 

  ○月 

 

 

平成○年 

  ○月 

 

 

 

 

 

 

△△△ 

 

 

 

●●● 

 

 

 

 

 

 

 

240 

 

 

 

10 

（16） 

 

 

 

 

 

 

○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○。 

 

 

学童期に繋がる幼児期の▽▽の発達

のための支援について、幼稚園にお

ける保育現場の観察等をもとに論述

した。・・・小学校につなげる支援と

して、特に□□することを取り上げ、

葛藤解決に繋がる教師の支援の考察

を行った。 
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（教育実践記録等） 

１．■■■■ 

 

 

 

 

 

 

共 

 

 

 

 

 

平成○年 

  ○月 

 

 

 

 

 

★★★ 

 

 

 

 

(抽出 

不可) 

（９） 

（執筆担当部分：問題の所在と目的、

考察と論文全体の構成） 

著者：○川○夫、△山△成 

 

○○する体験から展開された共活動

からの学びについて探った。共通の

目的をもって取り組む中で、「協同

性」など様々な「幼児期の終わりま

でに育ってほしい姿」と関連する姿

が見られた。体験が「主体的・対話

的で深い学び」へと繋がるために

は、・・・。 

（執筆担当部分：各領域の観点から

の執筆と統括的役割） 

著者：○川○夫、△山△成 

 

 

 


